





































































































































































































































































































































































































































































たのとは違う目的で使われてしまった。（At the same time, many efforts at legal 
transplantation proved similarly disappointing. In some cases the transplants did not 
“take” at all: some of the new laws promoted by the reformers remained on the books 
but were ignored in action. In other laws were captured by local elites and put to uses 
different from those the reformers intended.）」と述べている。「開発援助における
『法の支配』―過去，現在，そして未来―」〔The “Rule of Law” in Development 
Assistance: Past, Present, and Future 〕（日本語訳抜粋，名古屋大学大学院法学研
究科教授松浦好治，名古屋大学大学院法学研究科博士課程前期課程杉山直之訳）」
（名古屋大学法政国際教育協力センター（CALE）主催国際シンポジウム「開
発における法の役割－法と開発：その理論と展望－」平成16年10月22日・23日，
於：KKRホテル名古屋3階）
－82－
法学という枠組みを超え，当該国や地域の社会，文化と法の関わりを解明
し，またそれを実務に還元することで社会へ貢献することができるものと
考える。
（補遺）
　本稿を執筆中にも，刑事訴訟法39条1項を取り巻く状況は刻々と変化し
つづけている。本稿では国家賠償訴訟の定着までを一つの流れとしたが，
近年ではさらに通達(24)によって国家賠償訴訟以前に本条における人権保
障を実現する傾向もある。
　こうした動きは評価に値するが，いまだ条文や規則の改正には至らず，
具体的指定権を行使することがある旨の『通知』制度は現在も生きており，
なお旧来の制度が「事実上復活する事態も全くあり得ない話とは言えな
い」(25)。また，新たな問題や接見妨害も発生(26)しており，弁護士による
不断の闘争は今後も続くものと考える。
(24)最高検「取調べの適正を確保するための逮捕・勾留中の被疑者と弁護人等
との間の接見に対する一層の配慮について（依命通達）」（最高検企第206号平
成20年5月1日）
　　警察庁「取調べの適正を確保するための逮捕・勾留中の被疑者と弁護人等と
の間の接見に対する一層の配慮について」（警察庁丙刑企発第18号平成20年5
月8日）
(25)日本弁護士連合会「接見交通権マニュアル第16版」（接見交通権確立実行委
員会 2015年）5頁
(26)日本弁護士連合会「面会室内での写真撮影に関する国家賠償請求訴訟の最
高裁決定についての会長談話」（東京拘置所の面会室内において，接見中に被
告人の健康状態の異常に気づいた弁護人が，弁護活動の一環として証拠保全目
的で被告人を写真撮影したところ，拘置所職員から写真撮影行為を制止され，
接見を中止させられた案件につき，平成28年6月15日，最高裁判所第2小法廷
は，この拘置所職員による接見妨害を適法と判断した。）日弁連ホームページ
参照http://www.nichibenren.or.jp/acrivity/document/statement/year/2016/160617.html
（アクセス日：平成28年6月現在）
